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 属性の違いによる留学生の防災力に関する考察 
―私立大学 A キャンパス B の留学生を対象にして― 

  

大阪大学大学院  人間科学研究科  

博士後期課程  高誉文 

 
 
１．はじめに 
近年、グローバル化が進むにつれて在日外国人留

学生数が増加している。独立行政法人日本学生支援

機構が実施した「平成 30 年度外国人留学生在籍状

況調査結果」よると、2018 年の日本における留学生

数は過去最高の約 29.9 万人となっている。 
このように多文化社会化の進む日本であるが、日

本は地震が頻発する地域であり、地震を含む災害は

既存の社会の課題・脆弱性を顕在化させることが指

摘されている。例えば 1995 年の阪神・淡路大震災

では震災時における外国人住民が情報弱者となった

こと（佐藤他 1998）により、日本人と比較して死

亡率が高かったことが指摘されている（岡本 
2006）。この震災以降においては外国人住民が被災

時に直面する課題を解決するために様々な取り組み

が実施されているものの、それ以降の震災でも地震

直後に取るべき行動がわからない等の外国人住民の

課題が依然として報告されている（マイヤール他 
2005）。このような問題が生じる背景には外国人が

言語・習慣・文化などの違いから災害やその対応に

関する情報収集が難しいため、災害時要援護者にな

る可能性が高いことが挙げられる（総務省 2006）。 
以上から、災害大国である日本が多文化社会を目

指すためには、災害時において外国人住民を包括し

た対策を行い、彼らの被害を最小限に抑えるための

対策を行う必要があると言えよう。また、このよう

な外国人住民の中には日本において就労する者のみ

ならず、学業のために来日した留学生も含まれる。

したがって、災害が発生した際には留学生が被災者

となる可能性も十分考えられる。したがって、留学 
 

 
生の増加で国際化が進む大学においては留学生の防

災力を高め、自然災害による留学生への影響を軽減

することは重要な課題と言えよう。 
そこで、本研究は事前復興において災害弱者の一

つとして位置づけられる外国人の災害対応のあり方

を取り上げる。そして、本研究では 2018 年 6月 18
日午前 7 時 58 分頃に大阪府北部を震源として発生

した大阪府北部地震(1)を事例とし、関西の私立大学

Aキャンパス B の留学生を調査対象として、彼らの

地震に関する意識や知識、「自助」の対策、地震発

生時における防災行動からその問題点を洗い出す。

このことで、本研究では今後の外国人留学生に関わ

る防災対策に関する提案を行う。 
 
２．先行研究 
本研究では、災害時には「自分の身を自分で守る」

ことが重要であると考え、「自助」に着目して調査を

実施した。そのために、本研究では災害に関する先行

研究について個人の防災力に関する指標に着目して

レビューするとともに、「自助」の概念をふまえて防

災力を防災対策、防災知識及び災害後の行動に分けて

検討する。なお、本研究では「防災力」を「適切な避

難行動の知識及び防災対策の有無を含めた、災害時に

適切な自分の身を守る能力」という意味で使用すると

ともに、災害を地震に限定して考察を行う。 
本研究が対象とする在日外国人と留学生の防災知

識・対策に関する先行研究には以下のようなものが

ある。例えば、参考文献、名古屋大学（2013）は地

震の際に主体的な避難行動が取れず、大学等からの

指示を待つ留学生が多くいることや、留学生は地震

に関する情報を得られても背景知識がない場合には
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適切な避難行動を取れないことを指摘しており、状

況を判断して自分の身を守るための行動ができるよ

うな「自助能力」の育成を目指した防災教育が必要

であることを提言している。公益財団法人京都府国

際センター（2013）では、「大きな地震に対する対

策が全く思いつかない」と回答した外国人住民が社

会人で 20.1%、留学生で 12.3%いたことを踏まえ、

「避難行動が全くとれない」層を減らすことが災害

対策において重要であると述べている。しかし、こ

れらの研究では日本語能力が高い外国人に対する対

策についての提案はなされていない。正宗（2013）
が東日本大震災を経験した首都圏の大学生に実施し

た聞き取り調査による研究では、「地震についての客

観的な情報は得られても、それに対する判断や行動

をどのようにすれば良いかわからなかった」という

留学生の証言が示されている。この研究では留学生

は地震に関する情報を得ても背景知識がなければ、

適切な避難行動を取れないことが示唆され、名古屋

大学（2013）と同様に、「自助能力」の育成を目指

した防災教育が必要の必要性を指摘している。小柳

他（2012）は東日本大震災を経験した首都圏の大学

生・大学院生 11名の留学生に聞き取り調査を行

い、メディア等から地震や原発事故についての情報

は得られても、日本での経験や知識の少ない留学生

はそれをどう判断しどう行動すれば良いかわからな

かったという証言している。これらの点から日本人

の場合とは異なる情報提供が必要であるとされてい

る。 
以上の先行研究から、地震の際に主体的に避難行

動ができない留学生が多くいることから、留学生の

自助意識や自助能力の育成が必要であることが示唆

されている。また、外国人が情報弱者となってしま

う要因が日本語能力以外にも存在する可能性が示さ

れている。しかし、この点は先行研究において十分

に検討がなされていない。また、外国人住民の中で

も留学生を対象とし、彼らがどのような防災力を有

しているのか、それらは属性によってどのように異

なるのかについても解明されておらず、留学生を対

象とした防災対策において不足が生じていると考え

られる。したがって、これらの点から、留学生への

防災政策を向上することが重要であると言えよう。 
 
３.研究の概要 
（１）研究対象者 
本研究では大阪府私立大学 Aキャンパス B（以

下、キャンパス B と略称する）を事例として、留学

生の防災力を検討する。キャンパス B を調査対象の

選定理由としては以下の 2点がある。 
第一に、私立大学 A の国際化のレベルが高く、留

学生受け入れ数も多いことが挙げられる。私立大学

Ａでは 2014 年度に 1400名を超える留学生を受け入

れたが、2023 年までに 4500名に増やすことが計画

されている。 
第二には、今後発生が予測される南海トラフ地震

(2)がキャンパス B の所在地である大阪府茨木市に非

常に近い地域で発生する可能性が指摘されているこ

とが挙げられる。また、キャンパス B は大阪北部地

震の震源に近いことから、同地震によっても大きな

影響を受けた。春学期の授業開始が 4月だったた

め、大阪北部地震の発生時には来日直後であり日本

での生活基盤が弱い留学生も多かった。加えて、キ

ャンパス B に隣接する地域に居住している留学生も

多いことから、大阪北部地震はキャンパス B の留学

生に多大な影響を及ぼした。 
 
（２）本研究の目的と研究仮説 
本研究ではキャンパス B の留学生を調査対象と

し、以下の 2点を解明することを目的とする。ま

ず、目的 1 は留学生がどのような防災力を持ってい

るか、それは属性によってどのように異なるのかを

明らかにすることである。これは留学生の災害対策

を考えるうえで重要であると考えられる。また、目

的 2 は今後の外国人留学生に関わる防災対策を提案

することである。これら目的を達成することで、本
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研究は留学生のための防災対策を向上することに寄

与する。 
そこで、上記の目的を達成するために本研究では

仮説検証法を利用して、留学生の防災力を解明す

る。表 1 のように、理論仮説とそれぞれ対応する作

業仮説を設定して検証を行う。 
 

表 1 防災力に関わる仮説 

理論仮説 1  
留学生の属性により地震に関する知識

や防災対策、地震発生後の行動に 違
いがある。  

作業仮説 i 
留学生の属性により地震に関する知識

の把握率に違いがある。  

作業仮説 ii  
留学生の属性により防災対策の実施率 
に違いがある。  

作業仮説 iii  
留学生の属性により地震発生後の行動 
に違いがある。  

理論仮説 2  
留学生に対する防災教育や避難訓練を

実施することで、留学生の共助力を高

め、防災力を向上することができる。  

作業仮説 i  

日本滞在年数が長い留学生は参加した

防災教育と防災訓練がより多い。地域

の防災イベントに参加している可能性

が高い。  

作業仮説 ii  

同居人がいる留学生は、2 人または複

数の人が一緒にいることで共助が可能

である。彼らは防災知識と対策を共有

し、助け合うことで災害後の対応力を

高めることができる。  
 

（２）研究方法 
 上記の仮説を検証するために、本研究では関連文

献・資料の収集・分析、留学生へのアンケート調査

及び聞き取り調査を行った。  
 まず、震災時における留学生への防災力に関する

諸問題を中心に研究論文や書籍を活用し、留学生の

防災対策に関するデータの取集を行った。そして、

キャンパス B の留学生を調査対象として、留学生の

属性、防災対策、防災知識、災害後の行動に関して

アンケート調査を行った。聞き取り調査について

は、具体的に調査の質問項目を作成して行い、回答

内容を確認するために更なる質問を行うことで回答

の正確性を確保した。筆者は中国出身であるが、聞

き取り対象者が日本語で情報を得ることが可能な場

合聞には日本語を使用して聞き取りを行った。しか

し、詳細な状況を聞き取る際において調査対象者が

筆者と同じ中国出身の場合においては、中国語を使

用して聞き取りを行った。 
 
４.留学生の属性による防災力の差 
（１）アンケート調査の概要 
アンケート調査の方法では、書面及びウェブによ

って回答を収集した。ウェブ調査は Google 社のア

ンケート作成サービス「Googleフォーム」を用いて

作成した。今回の調査では WeChat で(3)送信したア

ンケートの QRコード画像を回答者が読み取ること

で回答できるようにした。 
アンケート調査の質問項目は岸良他（2016）を基

に作成した。このアンケート調査は主にキャンパス

B の留学生の防災力を明らかにすることを目的と

し、1.防災教育と避難訓練、2.地震知識クイズ、3.地
震防災対策と実施の有無についての質問を行った。

1 についてはそれまでの防災教育と避難訓練への参

加の有無とその理由に関する質問項目を、2 につい

ては地震対策に関する問うクイズを、3 については

地震予防の対策および地震後の行動に関する質問項

目を設けた。また、アンケート調査では「行政や学

校の防災の取り組みについて不足していると思われ

る点」に関する自由記述項目も設けた。アンケート

調査では質問項目案を用いて留学生 10 人を対象に

パイロットテストを行い、日本語訳の適切性と質問

紙としての正当性・信頼性を確認した。質問紙は両

言語（日本語と英語）を用いた。 
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なお、本調査の期間は 2019 年 2月 25 日から

2019 年 5月 17 日であった。研究対象者に対し、調

査の目的と方法、研究参加の任意性、匿名性の保

持、得られたデータの利用範囲、及び無記名自記式

調査のため個人の特定は不可能であり、調査用紙提

出後の撤回はできない旨を紙面において説明した。

また、調査対象者は無作為により抽出した。具体的

には、キャンパス B の食堂とキャンパス B A棟 1階
から 8階においてアンケート用紙を配布し、オンラ

インで回答できる QRコードを設置した。さらに、

食堂に回収箱を設置し、記入されたアンケート用紙

の回収を行った。回収数は、留学生については 90
部であった。データの分析をする際にはデータクリ

ーニングを行い、設問の意図を正しく理解せず回答

しているデータを排除した。それにより分析対象と

みなされた数は 86名であった。留学生の年齢は 30
歳までの若い世代が中心であり男女比における偏り

はほとんどなかった。アンケート調査では、全ての

選択肢に点数をつけて分析を行った。具体的には、

得点が高いほど地震に対する知識地震に対する知識

と防災対策の実施率が高いことを意味している。 
 
（２）留学生の属性による防災力の差の検証 
留学生の属性による防災力の違いについては年

齢、日本語能力等 8 つの基本属性（表 2）を検定因

子とした。そして、既に行われているアンケート調

査のデータについて SPSS Statistics ver25 を利用

し、各指標の正規性を Shapiro-Wilk検定により確

認した。また、属性による回答の差が有意なもので

あるかを確認するため、有意水準を 5%とした t検定
と分散分析を行った。 
 
 
 
 
 
 

表 2  t検定と分散分析を行った因子 
属性  水準  

年齢  
〜20歳、21〜30歳、31
〜40歳、41歳〜   

出身地域における地震の

頻度（2009〜2019 年の

10 年間にマグニチュー

ド 4 以上の地震が 5回以

上頻発）  

地震が頻発する地域、地

震が少ない地域  

大きな地震（震度 5 弱以

上）の経験の有無  
あり、なし  

日本語能力 
全くできない、簡単な日本

語、研究レベルの日本語、

ネイティブ程度  
日本での滞在年数 3 年未満、3 年以上  

日本での同居人の 
有無  

同居人あり、同居人なし  

母国での避難訓練や防災 
教育の経験の有無  

あり、なし  

日本での避難訓練や防災 
教育の経験の有無 

あり、なし  

 
まず、留学生の属性による防災知識の違いについ

であるが、知識の得点を変数とし、研究対象の個人

属性を引数として t検定と分散分析を行った。結果

は表 3 の通りであり、知識の得点は日本での滞在 
年数が 3 年以上の留学生（p=0.000）や、日本での

避難訓練や防災教育の経験がある留学生

（p=0.000）において有意に高い得点を示したして

いることがわかった（p<0.05）。また、他の属性に

おける有意確率は 0.05 よりも大きく有意差は認めら

れなかった。 
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表 3 留学生の属性と知識の差 

属性  人数（N） 
知識の

平均値  
p 

年齢  

〜20 歳  6 6.680  

0.446  
21〜30 歳  69 7.246  

31〜40 歳  10  7.704  

41 歳〜  1  7.020  

出身地域  
地震が頻発する地域  58 7.409  

0.759  
地震が少ない地域  27  7.260  

大きな地震の

経験の有無  

あり 57  7.547  
0.065  

なし  29  6.687  

日本語能力  

全くできない 3  6.200  

0.239  
簡単な日本語  27  6.475  

研究レベルの日本語  55   6.513  

ネイティブ程度  1  7.875  

日本での滞在

年数  
3 年未満  33  5.677  

0.000*  
3 年以上  53  8.174  

日本での同居

人有無  
あり 23  7.479  

0.237  
なし 63  7.176  

母国での避難

訓練や防災教

育の経験の有

無 

あり 57  7.547  

0.065  
なし  29  6.687  

日本での避難

訓練や防災教

育の経験の有

無 

あり  55  8.055  

0.000*  
なし 31  5.841  

*p<0.05、N=86  

 
次に、留学生の属性による防災対策の違いについ

てであるが、対策の得点を変数とし、研究対象の個

人属性を引数として t検定と分散分析を行った。結

果は表 4 の通りであり、日本での避難訓練や防災教

育の経験がある留学生（p=0.000）において有意に

高い得点を示した（p<0.05）。また、他の属性は防

災対策の有意確率が全て 0.05 よりも大きく有意差は

認められなかった。 
 

表 4 留学生の属性と対策の差 

属性  人数（N） 
対策の

平均値  
p 

年齢   

〜20歳  6  1.673  

0.244  
21〜30歳  69  1.882  

31〜40歳  10  1.450  

41歳〜  1 1.810  

出身地域  
地震が頻発する地

域  
58  7.409  

0.759  
地震が少ない地域  27  7.260  

大きな地震の

経験の有無  
あり 57  2.526   

0.626  なし  29  2.759  

日本語能力  

全くできない  3  0.577  

0.580  

簡単な日本語  27  1.771  

研究レベルの日本

語 
55  1.929  

ネイティブ程度  1  1.810  

日本での滞在

年数  
3 年未満  33  5.677  

0.638  
3 年以上  53  8.174  

日本での同居

人有無  
あり 23  2.522  

0.139  
なし 63  3.191  

母国での避難

訓練や防災教

育の経験の有

無  

あり 57  2.965  

0.739  
なし  29  3.103  

日本での避難

訓練や防災教

育の経験の有

無 

あり 55  3.127  

0.000*  
なし 31  1.677 

*p<0.05、N=86  

 
最後に、留学生の属性による地震後の行動の違いに
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ついてであるが、地震後の行動の得点を変数とし、研

究対象の個人属性を引数として t 検定と分散分析を

行った。 
 

表 5 留学生の属性と地震後の行動の差 

属性  人数（N） 
対策の

平均値  
p 

年齢  

〜20 歳  5  1.000  

0.510  21〜30 歳  51  0.922  

31〜40 歳  4  0.500  

出身地域  
地震頻発地域  42  0.833  

0.461  
地震の少ない地域  18  1.056  

大きな地震の

経験の有無  
ある  42  0.786  

0.202  
なし  18  1.167  

日本語能力  

簡単な日本語  16  0.876  

0.580  
研究レベルの日本

語 
43  0.884  

ネイティブ程度  1  2.000  

日本での滞在

年数  
3 年未満  25  0.560  

0.029*  
3 年以上  35  1.143  

日本での同居

人有無 
同居人いる  18  1.024  

0.004*  
同居人いない  42  0.611  

母国での避難

訓練や防災教

育の経験の有

無 

ある  42  0.786  

0.202 
なし  18  1.167  

日本での避難

訓練や防災教

育の経験の有

無 

ある  39  1.180  

0.001*  
なし 21  0.381 

*p<0.05、N=60 

 
結果は表 5 の通りであり、地震後の行動の得点に

ついて日本での滞在年数が 3 年以上の留学生

（p=0.029）、日本での同居人がいる留学生（p=0.004）、

日本での避難訓練や防災教育の経験がある留学生

（p=0.001）において有意に高い得点を示した

（p<0.05）。また、他の属性における有意確率は 0.05
より大きく有意差は認められなかった。 
以上の検定結果から、留学生の属性によって防災力

に差が見られることが明らかとなった。まず、日本で

の滞在年数が 3 年以上の留学生は滞在年数 3 年未満

の留学生よりも防災知識を豊富に有していた。また、

日本で防災訓練と教育を受けた留学生はそれを受け

なかった留学生よりも充実した防災知識と災害対策

を有したり実践したりしており、地震直後に適切な行

動を取っていた。加えて、日本で同居人がいる留学生

はいない留学生より、震災直後に適切な行動を取って

いることも明らかとなった。さらに、以上の検定結果

から、本研究では留学生の性別、出身地、大きな地震

の経験の有無、母国で防災訓練と防災教育を受けた経

験の有無、日本語能力、防災知識、災害対策、地震後

の行動に関係がないことが明らかになった。したがっ

て、一人暮らしの留学生や日本での滞在年数の短い留

学生に対する災害対策を強化する必要があると同時

に、日本における防災教育や避難訓練の強化が留学生

の防災力を向上させるうえで重要であることが指摘

できる。 
 

５.留学生の属性と防災教育の受講に関する差 
以上により、日本で防災教育を受けたか否かは留学

生の防災対策に影響し、防災教育を受けた留学生は災

害後の対応力が高くなっていることが明らかとなっ

た。したがって、防災教育を受けることは留学生の災

害後の対応力向上において重要であると言えよう。目

的 1 の結果に基づけば留学生に防災教育を受けさせ、

留学生の自助・共助力を高めることで、留学生の間で

情報を共有し、留学生の防災力を向上させることがで

きるのではないかと考えられる。そこで、この点に対

応した以下の 2 つの作業仮説を検証することで、留

学生と防災教育・訓練の間における関係性を解明する。

まず、作業仮説ⅰは日本での滞在年数が長い留学生は
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受けた防災教育と防災訓練がより多いというもので

ある。また、作業仮説 ii は同居人がいる留学生は防災

訓練に参加しやすく、2 人以上の人々が同居すること

で自助・共助が可能であるというものである。換言す

れば、同居人がいることで防災知識と対策を共有し、

助け合うことができ、災害後への対応を高めることが

できるということである。 
 
（1）聞き取り調査概要 
理論仮説 2 は留学生に防災教育を受けさせ、留学

生の自助・共助力を高めることで、留学生の間で情報

を共有し、留学生の防災力を向上させることができる

というものである。そこで、理論仮説 2 を検証するた

めに、留学生への聞き取り調査を実施した。また、既

に実施したアンケート調査を利用して、重回帰分析も

実施した。 
聞き取り調査の質問項目は既に実施したアンケー

ト調査の結果に基づいて作成したため、留学生の属性

によって質問項目に違いがある。具体的には、防災訓

練や防災教育への参加した・不参加のきっかけや理由、

防災教育に期待することやなどについて質問を設け

た。 
 
（2）日本での滞在年数と防災教育や防災訓練の経験
の有無との関連 
作業仮説ⅰを検証するために、影響因子を独立変数

とし、対策を被説明変数とする重回帰分析を行った。

その結果は表 5 に示した通りであり、有意確率

p=0.000 となったことから、日本での滞在年数と日本

での防災教育と防災訓練の経験の有無との間に有意

な関連が認められた（p<0.05）。 
したがって、日本での滞在年数が長い留学生は日本

での滞在年数の短い留学生よりも多くの防災教育や

防災訓練を受けていることが指摘できよう。ここから、

防災に関する知識を優先的に伝えるべき対象は、留学

生の中でも特に日本での滞在年数の短い留学生であ

ると言える。そこで、留学生間の連携を強化して彼ら

の間における防災情報の共有を促進することで、留学

生の防災教育と防災訓練への参加度を高めることが

重要であると考えられる。 
 
表 5 日本での滞在年数と、日本での防災教育と防
災訓練の経験の有無との関連 

モデル 標準誤差 標準化係数 β 有意確率 p  

日本で滞在

年数  
0.093  0.503  0.000 *  

N=86，R2=0.253，*p <0.05  

従属変数：日本での防災教育と防災訓練の経験の有無 

 
（3）日本での同居人の有無と日本での防災教育や防
災訓練の経験の有無との関連、及び地震時における同

居人の在宅状況と留学生の災害対応との関連 
作業仮説 ii を検証するために、日本での同居人の

有無と防災教育や防災訓練の経験の有無との関連、及

び地震時における同居人の在宅状況と留学生の災害

対応との関連を分析する。表 6 と表 7 は重回帰分析

の結果を示しており、これらの表から日本での同居人

の有無と防災教育や防災訓練の経験の有無との間、及

び地震時における同居人の有無と留学生の災害対応

との間に有意な関連があることが分かる。そのため、

日本での同居人がいる留学生は避難訓練や防災教育

に参加しやすいことと、地震時に在宅している同居人

がいる留学生は、このような同居人がいない留学生よ

り災害後の対応を高めることができることが検証で

きた。 
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表 6 日本での同居人の有無と、日本での防災教育
と防災訓練の経験の有無との関連 

モデル 標準誤差 標準化係数 β 有意確率 p  

日本での同

居人の有無 
0.116 0.098  0.007 *  

N=86，R2=0.253，*p <0.05 

従属変数：日本での防災教育と防災訓練の経験の有無  

 
表 7 地震時に在宅している同居人の有無と留学生
の災害後の対応との関連 

モデル 標準誤差 標準化係数 β 有意確率 p  

留学生の災

害後の対応 
0.297 0.481  0.000 *  

N=60，R2=0.231，*p <0.05 

従属変数：災害後の対応 

 
６.留学生の防災力向上を目指す提案 
上記のように、作業仮説ⅰの結果からは日本での滞

在年数が長い留学生は日本での滞在年数が短い留学

生と比べてより多くの防災教育と防災訓練を受けて

いることが、作業仮説ⅱの結果からは日本での同居人

がいる留学生は、避難訓練や防災教育に参加しやすい

ことと、地震時に同居人がいる留学生は同居人がいな

い留学生より災害後における対応を高めることがで

きることが明らかとなった。このような結果から、本

研究では大学・自治体という 2 つのアクターに対し

て以下のような提案を行う。 
 
（１）大学への提案 
理論仮説 1 の検証結果より、留学生は属性（防災

教育や避難訓練の経験有無、日本での同居人の有

無、日本での滞在年数）によって、防災力が異なる

ため、留学生の属性に応じて対策を行う必要があ

る。留学生の居住状況を調査し、特に日本での滞在

年数が短い留学生と一人暮らしの留学生に対しては

防災情報の伝達を強化する必要があると言えよう。

この防災情報には、避難訓練や防災教育の情報、防

災知識や日常における対策、避難所、避難経路の伝

達などが含まれる。避難訓練の内容を充実させるに

は、疑似体験の機会を設けることも重要であると考

えられる。これは同じ内容を提供し続けることによ

り訓練時における新鮮さが欠如することで緊張感や

参加意欲が減退してしまう可能性があるためであ

る。また、アンケート調査では、「今後は防災訓練を

する際に「心構え」の授業を取り入れると良いと考

えられる。（体験された方の話や当時の映像・人の様

子を流す等）」との回答があったことからも、大学で

防災訓練を行う際には、「心構え」の授業を取り入れ

ることや視覚的な情報の提供も必要であると考えら

れる。現在、日本語での履修を希望する留学生の大

部分は高い日本語運用能力を有しているが、地震と

いう緊急事態においては平常時とは異なる心理状態

となることに加え、専門的な日本語に対することが

困難となる可能性が高い。日本において英語で履修

を行っている留学生は「English announcement for 
foreigners」の必要性を指摘していた。このことか

ら、地震発生直後には英語と「やさしい日本語(4)」

によって災害や避難に関する情報をアナウンスする

必要がある。東京外国語大学における防災教育のた

めの日本語教材開発プロジェクトでは、ニュース報

道などからよく使われる地震や災害に関連する用語

を収集し、日本語のレベルに合わせた教材の開発を

目指している（東京外国語大学留学生日本語教育セ

ンター 2013）。他大学もこの方法を参考にすること

で、学生の日本語能力を把握した上で学生の情報理

解能力を向上させることができると考えられる。以

上より、防災訓練や防災教育を行う際や震災発生後

においては、多言語マニュアルを活用することとと

もに、留学生の日本語運用能力に対応して「やさし

い日本語」の使用が被害の拡大を防ぐうえで重要で

あると言えよう。 
また、学生対するアンケートにおいては地震発生
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時の不安として「避難方法」に回答が集中したこと

に加え、「避難経路を認識していない」との回答も得

られた。しかし、例えば関西大学では消火器の格納

箱に最寄りの避難場所を明示しており、規定の間隔

で避難場所を確認することができる取り組みを行っ

ている（後藤他 2015）。他大学でもこの取り組みを

参考にしつつ、留学生に配慮し言語による表記だけ

でなく、視覚的にも理解することができる避難経路

図の作成及び掲示を行う必要があると考えられる。 
 
（２）自治体への提案 
自治体が実行すべき方策は以下のものが考えられ

る。まず、学生に対するアンケートの結果から地震

発生時の不安として「避難場所」 に回答が集中した

ため、自治体は避難経路や避難所に関する情報の公

開や拡散を行い必要があり、視覚的にも理解するこ

とができる避難経路図の作成及び掲示を行う必要が

あると考えられる。また、アンケート調査では「ハ

ザードマップの使用方法がわからない」、「ハザード

マップの普及率が低い」という意見もあった。自治

体によってはハザードマップを配布していない地区

も見られ、そのような地域の住民である留学生はハ

ザードマップを知らない割合が高い。また、ただハ

ザードマップを配布するだけでは正確な情報伝達が

困難である可能性もあるため、ハザードマップの使

用方法などに関する説明会を開催する必要もあると

考えられる。 
また、自治体の防災訓練や講習会の宣伝を強化

し、防災講習会や講座を行う際に、グループワーク

を取り入れる必要がある。留学生に多様な方法で防

災活動を知らせ、地域住民と留学生の交流を促すこ

とが必要である。また、本研究で実施したアンケー

トにおいては「Lack of signboard or posters on the 
shelter location and emergency contact center.
（telephone number）in living area.」という意見

があったように、居住区には避難所や緊急連絡セン

ター（電話番号）の掲示板やポスターを多く設置す

る必要がある。また、留学生自身の対策の中で述べ

たように、大阪北部地震が発生した際に、「これは南

海トラフ地震の前兆」とのデマが広まった。留学生

はデマに惑わされないように、各自が努力するだけ

でなく、行政はデマを防止するために迅速で正確な

情報を発信することも必要である。ただし、行政面

での対策については、本研究であまり検討しておら

ず、今後検討していく必要がある。 
 

７.おわりに 
本研究はキャンパスBの留学生を調査対象として，

その属性別の防災力の違いについて検討を行った。こ

の結果、留学生はそれぞれ属性によって防災力に差が

見られることが明らかとなった。また、調査結果から

は防災教育の重要性が明らかとなった。これらの結果

から、本研究では留学生の防災力向上に向けた方策を

提示した。この中には、例えば特定の人口層に対する

実施措置の充実する必要性があることがわかった。ま

た、多言語による災害や避難に関する情報の発信を充

実するとともに、日本政府と大学が留学生の防災教育

を強化する必要性があることも明らかになった。 
本研究ではアンケートならびに聞き取り調査と、各

大学で実施されている災害対策に関する実施例や既

往研究を検討し、現在の災害・防災対策において留学

生を包括するために必要な要素について検討してき

た。以下では今後の課題について記述を行う。第一に、

今回の調査は対象をキャンパス B の学生に限定して

いるため、留学生の実態を十分に把握できたとは言え

ない。今後においては本研究で取り上げられなかった

地域や大学の事例にも注目し、検討を重ねる必要があ

る。第二に、今回提示した方策の検証が必要である。

今後はセミナーや防災訓練等の開催を通じ、本研究に

よる提案を実践することでその効果を検証していく

必要があると考えられる。第三に、本研究では留学生

地震や大学が実施すべき対策に焦点を当てたため、行

政側への提案が限定的であった。したがって、行政の

対策についての検討を行うとともに、地域別に行政が
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実施すべき対策についての検討も行う必要がある。 
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補注 
(1) 2018 年 6 月 18 日午前 7 時 58 分頃、大阪府北部を震源

とするマグニチュード 6.1 の地震があり、大阪府茨木市

などで震度 6 弱の揺れを観測したほか、近畿地方の広い

範囲で震度 5 強や 5 弱の揺れを観測した（気象庁 
2018）。 

(2) 南海トラフ巨大地震は、フィリピン海プレートとアムー

ルプレートとのプレート境界の沈み込み帯である南海ト

ラフ沿いが震源域と考えられている巨大地震のことであ

る。30 年以内の発生確率地震の発生確率は 70%-80%程度

である（地震調査研究推進本部 2014）。 
(3) WeChat（微信：読み方 weixin，ウィーチャット）は、

Tencent（騰訊）が 2011 年にリリースした、文字や音声、

写真や動画、グループチャットなどでコミュニケーショ

ン通知など基本機能が出来る無料メッセージアプリで、

中国最大人気 SNS の 1 つである。 
(4) 〈やさしい日本語〉とは、難しい言葉を言い換えるなど、

相手に配慮したわかりやすい日本語のこと（出入国在留

管理庁・文化庁 2020）。 
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